
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

H29 H30 H31

H29 H30 H31

（２） 料　金　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

99.9%

施 設 名 姫島村伊美港駐車場

駐車場整備事業経営戦略

団 体 名 ： 姫　島　村

事 業 名 ： 駐車場整備事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

法非適用

事　業　形　態　等

事 業 開 始 年 度

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

99.9% 120.1%

昭和53年度

種 類 届出駐車場

営 業 時 間 6時～19時30分 一 時 間 当 た り の 料 金 －

構 造 広場式

駐 車 場 使 用 面 積

稼 働 率 *
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

民 間 活 用 の 状 況

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

0人職 員 数

72.1% 73.3% －

料金の概要・考え方

定期駐車のみ（月額 2,130円）

姫島村駐車場の設置及び管理に関する条例施行規則によるもの
(令和元年10月1日改正、改正理由：消費税率改定による料金転嫁）

収 容 台 数 234台

 ア　民間委託

6,562㎡

* 一日平均駐車台数×一台当たり平均駐車時間
収容台数×営業時間

 ×  100



（３） 施設を取り巻く環境等

２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　本駐車場は、姫島港から船で渡った国東市伊美港に設置されており、姫島へ渡る帰省客や観光客には唯一の駐車場です。
施設の規模としては、姫島からの通勤など島民のための定期駐車場（208台）と、帰省客や観光客など村外者のための村外者
無料駐車場（26台）があります。また、周辺には個人経営の月極駐車場も点在しており、約250台分が収容可能で主に姫島島民
が利用しています。

支出の大部分を占めるのが港湾施設使用料です。他に、施設の維持補修として修繕費と周辺の草刈りに関する費用を計上し
ています。

　姫島からの通勤など島民による定期利用を主体とし、将来にわたり安定的な経営の維持に努めます。また、帰省客や観光客
など村外からのフェリー利用者にとっても必要不可欠な駐車場であるため、村外者無料駐車場を整備し、来島者の増大に寄与
します。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

収入は駐車場の料金収入のみで、全て定期駐車であるので毎年同額を計上しています。

・広場式の駐車場のため機械設備も少なく、大きい設備投資は発生しない見込みです。
・毎年維持補修費として１０万円程度を計上し、日常的な修繕を行います。



*2 複数の駐車場を有する事業にあっては、駐車場ごとの考え方・検討状況がわかるよう記載すること。

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

施設の利用状況等を勘案し、総合的に判断を行います。

経営も黒字で推移しており、現時点では民間委託等は考えていません。

稼働率に関する事項

繰入金に関する事項

その他

民間の活力の活用に関する事項
（ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

施設管理を徹底し、不備が見つかれば迅速に対応します。

資産の有効活用に関する事項

その他

料金収入だけでは経営が困難な場合は、一般会計からの繰入金により経営の
均衡を図ります。

村営フェリー専用の駐車場のため、今後もフェリーと一体となって利用促進に努
めます。

定期駐車のみのため、安定的な稼働率を維持します。

料金形態に関する事項

*1 （１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組につ
いて、その内容等を記載すること。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合に
は、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載す
ること。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

広場式の駐車場のため機械設備も少なく、大きい設備投資は発生しない見込
みですが、維持補修費として毎年１０万円計上し日常的な修繕を行います。

投資の平準化に関する事項

防災・安全対策に関する事項

経営状況に応じて料金形態の見直しを検討します。

施設等の統合・縮小・廃止に関する事項



③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．公営企業として実施する必要性など

* 複数の駐車場を有する事業にあっては、駐車場ごとの考え方が分かるよう記載すること。

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間の活力の活用に関する事項
（指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

職員給与費に関する事項 職員給与費については、同課別会計より支出しています。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

毎年度進捗管理を行います。また、必要に応じて見直しを行い、ＰＤＣＡサイクルを働か
せ、収支計画の向上を図ります。

その他

経営も黒字で推移しており、現時点では民間委託等は考えていません。

事 業 の 意 義 、 提 供 す る
サ ー ビ ス 自 体 の 必 要 性

公営企業として実施する必要性

姫島港から船で渡った国東市伊美港にあり、姫島からの通勤など島民による定期利用
を主体としています。また、帰省客や観光客等のフェリー利用者にとっては唯一の必要
不可欠な駐車場です。

島民や観光客等のフェリー利用者にとって必要不可欠な駐車場であるため、公共性と安
定性が求められます。また、経営黒字で推移しているので、今後も村営の体制を維持し
ながら経営の健全化を図る必要があります。

委託費に関する事項 経営も黒字で推移しており、現時点では民間委託等は考えていません。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 5,467 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115

（１） (B) 5,467 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115

ア 5,467 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115

イ (C)

ウ

（２）

ア

イ

２ (D) 4,552 4,515 4,687 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408

（１） 4,552 4,246 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408

ア 404

イ 4,148 4,246 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408 4,408

（２） 269 279

ア

イ 269 279

３ (E) 915 600 428 707 707 707 707 707 707 707 707 707

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

R１２年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

R９年度 R１０年度 R１１年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

R１２年度本年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度

(J) 915 600 428 707 707 707 707 707 707 707 707 707

(K)

(L) 2 917 1,517 1,945 2,652 3,359 4,066 4,773 5,480 6,187 6,894 7,601

(M)

(N) 917 1,517 1,945 2,652 3,359 4,066 4,773 5,480 6,187 6,894 7,601 8,308

(O)

(P) 917 1,517 1,945 2,652 3,359 4,066 4,773 5,480 6,187 6,894 7,601 8,308

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 5,467 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115 5,115

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

R８年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 R１２年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

116 116

地方財政法施行令第16条第１項に より 算定 した
資 金 の 不 足 額

(R)

109 116 116 116 116 116収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 120 113

赤 字 比 率 （ ×100 ）

116 116

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金


